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一.はじめに
電子工業は，製造業のみでなく，日本産業全体から
しても従業者数，出荷額が示すように重要な役割を果
たしている工業である O たとえば， 1980年代の日本
電子工業は，ジャパン・アズ .No.1を象徴する存在
であり，半導体生産に関しては，次世代開発において
も，市場規模の点でも，世界を先導していた。多数の
従業者，巨額な出荷額 (2005年生産指数ウエイト:
17%)， IC革命の担い手といった諸点で突出してお
り，日本の戦略的工業とされてきた。ところが， 21 
世紀，日本電子工業は，深刻な事態に陥り，その存立
基盤の動揺に直面している。こうした動向は，工業統
計表，特定サービス産業実態調査報告，そして，電子
情報技術産業協会(JEITA)発表の統計等により，把
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握が可能である O 工業統計表においては， 2002年
来，電気機械器具製造業，情報通信機械器具製造業及
び電子部品・デバイス製造業という 3分野から上記の
ような動向が示されており，電子情報技術産業協会は
生産に加えて，輸出入やITソリューションサービス
関連の統計を公表しているが，これら統計からも同様
の類推が可能である O 革新的役割を果たした日本電子
工業であるが， 21世紀に突入して，大きな変革期を
迎えているのである。日本の戦略的工業の厳しい現況
を論究することは，国際化の進展に戸惑いつつある日
本経済の考察に不可欠な課題と考えられる。本稿は，
特に，工業統計表や電子情報技術産業協会の統計に依
存しつつ，日本電子工業の動向や現況，厳しい国際環
境の分析，さらには，その展望についての検討を試み
ようとするものである O 具体的に， 21世紀における
日本電子工業の変革を産業用電子機器から電子部品へ
といった製品構成の変化，国際化の進展，全体として
の低迷状態を確認し，こうした事態への日本電子工業
の挑戦とその推移を明確にし，日本の電子工業が展開
しつつある危機克服策を再検討し，危機克服策の限界
についての考察を試みている。さらに， 21世紀にお
ける日本電子工業の在り方にも言及することにした
し'0
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表 1 電子機械工業・生産額・輸出額・輸入額
年 2000 2001 2002 2003 
[民生用] (生産額) 21，965 18，848(0.85) 19，737(1.05) 23，131(1.17) 
(輸出) 15，309 14，094(0.92) 16，295(1.16) 17，219(1.06) 
(輸入) 5，301 6，681 (1.26) 6，100(0.91) 6，013 (0.99) 
(生産対輸出入比) (0.70: 0.21) (0.75・0.35) (0.83: 0.31) (0.74・0.26)
[産業用] (生産額) 122，443 109，142 (0.89) 81，138(0.74) 78，006 (0.96) 
(輸出) 32，190 29，037 (0.90) 25，394 (0.87) 23，086 (0.91) 
(輸入) 25，369 25，437 (1.00) 24，095 (0.95) 24，482(1.02) 
(生産対輸出入比) (0.26: 0.21) (0.27: 0.23) (0.31 : 0.30) (0.30・0.31)
通信機器 (生産額) 42，710 42，129 (0.99) 29，922 (0.71) 34，130 (1.14) 
(輸出) 5，307 4，439 (0.84) 4，578(1.03) 5，184 (1.13) 
(輸入) 3，341 3，561 (1.07) 2，894(0.95) 2，742 (0.95) 
(生産対輸出入比) (0.12: 0.08) (0.11 : 0.08) (0.15: 0.10) (0.15: 0.08) 
電子計算機(生産額) 56，205 47，臼4(0.85) 34，600(0.73) 26，993 (0.98) 
(輸出) 16，011 15，371 (0.96) 13，930 (0.91) 9，641 (0.69) 
(輸入) 18，826 18，260 (0.97) 17，927(0.98) 18，428(1.03) 
(生産対輸出入比) (0.28: 0.33) (0.32: 0.38) (0.40: 0.52) (0.36: 0.68) 
[電子部品・デバイス] (生産額) 117，587 90，788 (0.77) 87，497 (0.96) 91，823 (1.05) 
(輸出) 95，093 78，184 (0.82) 80，891 (1.03) 86，702 (1.07) 
(輸入) 42，349 39，547 (0.93) 38，986(0.99) 40，403(1.04) 
(生産対輸出入比) (0.81 : 0.36) (0.86: 0.44) (0.92: 0.45) (0.94・0.44)
電子部品 (生産額) 40，243 31，093 (0.77) 30，569(0.98) 29，274 (0.96) 
(輸出) 19，787 15，834 (0.80) 16，214(1.02) 16，908 (1.04) 
(輸入) 5，022 4，951 (0.99) 4，992(1.01) 5，516 (1.10) 
(生産対輸出入比) (0.49: 0.12) (0.51: 0.16) (0.53: 0.16) (0.58・0.19)
デバイス(生産額) 77，344 59，695 (0.77) 56，928(0.95) 62，549 (1.10) 
(輸出) 38，071 30，582 (0.80) 32，928(1.08) 35，425(1.08) 
(輸入) 20，756 18，533 (0.89) 18，428(0.99) 19，470 (1.06) 
(生産対輸出入比) (0.49: 0.27) (0.51: 0.31) (0.58: 0.32) (0.57: 0.31) 
機器部分品 (輸出) 37，235 31，768(0.85) 31，749 (1.00) 34，369(1.08) 
(輸入) 16，571 16，063 (0.97) 15，566(0.97) 15，417 (0.99) 
合計 (生産額) 261，995 218，779(0.84) 188，372 (0.86) 192，960(1.02) 
(輸出) 142，592 121，315(0.85) 122，580(1.01) 127，007(1.04) 
(輸入) 73，019 71，665 (0.98) 69，181 (0.97) 70，898(1.02) 
(生産対輸出入比) (0.54: 0.28) (0.55: 0.33) (0.65: 0.37) (0.66: 0.37) 
出所 :電子情報技術産業協会発表資料より作成。
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1 .産業用機器から電子部品ヘ
21世紀，コンビュータが代表する産業用電子機
器，家電製品を中心とする民生用電子機器，半導体等
を生産する電子部品の三事業分野を網羅する日本電子
工業は多様な変革を遂げてきているが，特に，注目さ
れるのは，電子部品を主軸としていることである O 表
1には， 21世紀における日本電子工業の生産動向を示
したが， 2002年来，特徴的な変化が生起している O
つまり， 2002年に，電子部品・デバイスの生産額約 8
兆7，500億円が，産業用の約 8兆 1，000億円を抜き去
り，その後の展開において電子部品・デバイスの生産
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入しての日本電子工業における第一の変化は，電子部
品・デバイスの生産額が全生産額の過半を占めている
ことである O 一方， 2000年には， 8%台にまでウエイ
トを低下していた民生用がウエイトを 8ポイントも上
年の32.4%にまで 17ポイント以上もウエイトを低下
させている O 産業用の電子計算機の停滞と民生用の薄
型テレビ等の台頭、が連想される O 関連して，表2に
は，電子計算機，電子部品等の従業員規模別推移を表
• 
昇 させ， 2009年には 16.3%を占めるまでになってい 3には，労働生産性の進展を示しておいた。
るO 代わって産業用は， 2001年の 49.8%から， 2009 
表2 従業員規模別動向
電子計算機・付属部品 (単位 :出荷額， 億円)
事業所数 従業者数 出荷額
年 2000 2007 2000 2007 2000 2007 
従業員規模 1.442 940 132，869 89.520 85，720 55，164 
4~ 99 1.210 780 29，206 18，935 4，299 2，749 
100~ 299 152 95 25.195 15，068 8，381 7，132 
300~ 499 27 24 11，144 9，055 10.732 4，577 
500~ 999 29 28 21，822 19，698 18，727 12.483 
1000以上 24 13 45.502 26，766 43.581 28，493 
集積回路
事業所数 従業者数 出荷額
年 2000 2007 2000 2007 2000 2007 
従業員規模 247 209 140，395 108，986 78，526 58，555 
4~99 64 49 3，416 2，945 528 1，570 
100~ 299 69 62 13，114 11，912 4，543 3，982 
300~499 37 29 14.556 11.681 6，611 5.322 
500~ 999 38 38 27，867 26，546 18，326 13，407 
1000以上 39 31 81，442 55，902 48，518 34，264 
電子部品・デバイス
事業所数 従業者数 出荷額
年 2000 2007 2000 2007 2000 2007 
従業員規模 7，515 5，767 585，015 528.095 212，102 209，359 
4~99 6，402 4，695 144，304 111，541 20，181 16.913 
100~ 299 723 695 120，394 116.659 31，465 32，488 
300~ 499 164 165 63.273 64，456 28，710 27.824 
500~ 999 147 134 102，132 89.861 48.640 48，033 
1000以上 79 78 154，876 145.578 83，106 84，101 
出所:工業統計表
表3 労働生産性 (単位:2005=100) 
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 
電気機械 84.5 81 83.5 88.2 98.9 100 102.2 101.1 
情報通信 100.4 99.8 95.2 101.3 97.1 100 104.4 102.8 
電子部品デバイス 73 62 74.2 87.6 97.9 100 115.2 125.6 
出所:工業統計表
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2. 海外依存の進展
次に，海外依存の進展がある O 生産額に対する輸出
入額や対外直接投資の増大，対外依存の進行が認めら
れる。特に，貿易動向や国際的な委託生産の活用等国
際分業の変化，対外直接投資に伴う輸出代替や輸出誘
発，そして，逆輸入の推移が注目される O 全輸出額
は，一途に増加しているわけではなく，約 15 兆円を
ピークに変動している O ただ，生産額に対する輸出総
額の割合は， 20 年の 54% から， 207 年の 74% ま
で着実に上昇し，海外市場依存の度合いは高くなって
いる O 輸出先は，コンビュータの場合，アメリカ，オ
ランダのウエイトが高く，中国がそれに続いている。
表 1，表 8 で確認出来るように，主要企業は，海外売
上高を伸ばし，東芝等では，海外売上高が国内売上高
を上回っている O 主要企業では，アジアでの販売額が
他地域を上回ることになっている O 最終消費地として
のアメリカの存在は無視出来ないが， 208 年のリー
マン・ショック後の新興国のボリュームゾーンが，日
本電子工業に重大な影響を与えることになっている O
具体的に，民生用の生産額の電気機械工業全体に占め
る割合は 14% 程度で，輸出額は現状維持的で生産額
対輸出額は 8割から 5割台に低下している O 現地生産
の拡大が一因となり，シェアの低下を招いているので
ある O
産業用の輸出額の電気機械工業全体に占める割合
は， 203 年の 49.8% から 204 年には 40% を切り，
208 年には， 32.9% となる O また，産業用の輸出額
は，生産額の 3割程度となり，海外生産， EMS の活
用もあるが，国際競争力の低下を連想させる O
電子部品・デバイスの輸出額は 201 年から 207 年
まで増加， 205 年から 207 年まで輸出額が生産額を
上回っている O 国際分業の進展が推測される。した
がって，民生用，産業用，電子部品・デバイスの輸出
の構成比は， 1980 年で， 50 ， 23 ， 27 ， 1985 年で，
39 ， 30 ， 31 ， 190 年で， 24 ， 31 ， 45 ， 195 年には，
1 ， 25 ， 64 ， 208 年には， 11. 6， 14.8 ， 73.6 となって
いる九 1980 年代には，民生用の輸出が最大であった
が. 190 年代には，産業用，電子部品が抜き去り，
電子部品のウエイトが上昇し， 21 世紀には民生用，
産業用の構成比は低下，電子部品・デバイスの輸出が
最大となっている O 集積回路等の輸出先は， 208 年
には，中国，台湾，香港，韓国，シンガポール等であ
る。このような推移から，電子部品のアジアを中心と
した輸出，国際分業の進展が確認出来る O
生産額に対する輸入総額のウエイトは. 209 年の
48% まで， 206 年をのぞき，持続的に上昇してい
るO 輸入総額に占める民生用の輸入割合は 8% 程度
で，民生用の輸入は低迷状態にあるが，家電製品の輸
入先として中国が突出している O 産業用の輸入は
203 年から 207 年にかけて増加しており，また，輸
入額全体に占める産業用の輸入額も 35% 程度で，増
加傾向にある。産業用，特に，コンピュータ等の輸入
額は，国際化，国際分業の進展，競争力の低下を反映
して，輸出額を上回っている O なお，コンピュータの
輸入先も，圧倒的に中国である。産業用分野では，
203 年より輸入額が，輸出額より巨額である O 電子
部品・デバイスの輸入額は 20 年から 205 年にかけ
て増加傾向であったが， 206 年， 208 年には低下し
ている。輸入額全体に占める電子部品等の輸入は 50
%程度である O
生産に対する輸出入の割合は， 20 年を契機に，
大きく変化している o 201 年には全体で 10 対 応対
3 であったが， 203 年には. 10 対 6 対 37 となる O
1 ポイントも輸出依存が進行しており，また，輸入
も4 ポイント，ウエイトを上昇している O 生産額の減
少傾向と合わせて，国際分業の進展が想定される。海
外生産，海外委託生産，逆輸入，産業用，特に，計算
機の落ち込みが影響している O とりわけ，電子部品・
デバイス分野では，生産額以上の輸出額を実現し，輸
入額も生産額の 50% 程度を占める等高い輸出入依存
を示している O 具体的に，表 8 には，主要各社の海外
売上高のウエイトの推移を示している O ソニー，東芝
を筆頭に海外売上高ウエイトが 50% を超えるような
状態にある o NEC 等も海外ウエイトが増大してお
り，三菱，富士通は国内が重点であるが，海外市場を
重視しつつある O
電子工業の輸出入は，対外直接投資の動向と直接的
な連携を有している O 製造業の海外生産比率は， 207 
年， 3.2% となり. 195 年と比較すると 13.0 ポイン
トも上昇している O 特に，アジアでの生産増大が顕著
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である O アジア進出企業の経常利益は大きく， 2007 
年の製造業の経常利益は，アジアにおいて 2兆7，000
億円に達し，全体の 50%近くを占め，約 1兆3，000
億円， 23.4%の北米を上回っている O また，内閣府の
調査では， 2009年度，製造業全体の 67.5%の企業が
海外生産を実施しており 55.7%の企業が海外生産を
拡大，強化する方針とのことである O 他方， 64.9%の
企業は，国内生産も維持しようとしており，縮小，撤
退と拡大，強化指向は，ともに 13%程度で措抗して
いる。そして，進出動機が，労働コスト指向から現地
需要の確保へとシフトしつつある。新商品やサーピス
の開発も重視されており，必ずしも低賃金指向にこだ
わらなくなっている o (f日本経済新聞」より)
電子工業は，早くから生産拠点の海外移転を進めて
おり，電気機械の対外直接投資は持続的に増大してい
るO 特に，アジアのウエイト拡大が注目される。そし
て，対外直接投資の拡大に伴う国際分業の在り方の変
容が日本製品の輸出代替と逆輸入と輸出誘発等貿易動
向に直接的な影響を及ぼすことになっている o PC 
(パーソナル ・コンピュータ)で約 9割， AV機器の 7
割が海外で生産され，電子部品の生産も海外にシフト
しており，電子部品の 64%は海外生産とされてい
るO こうした事態が， EMSの活用を含む国際分業の
変化と電子工業製品の輸出入の推移に直結している O
表4には， 2008年の世界生産に占める ]EITA加盟企
業(日系)の主要製品の国内生産のウエイト等を示し
た。半導体，ディスプレイ等の圏内生産の割合は 70
%を超えているが，コンビュータ， AV機器，電子部
品の圏内生産のウエイトは 20---30%程度である O
また，表5対外直接投資の推移に示しているよう
に，電機機械の対外直接投資は， 2004年度には半減
し，その後，増加し， 2007年には低下， 2006年の約
8，000億円から 2008年には約 5，800億円水準にある O
そして，電気機械の対外直接投資も 2004年以降，ア
ジアが主流になっている O アジア新興国に直接進出
し，開発，生産を実行する等アジアに軸足を移行しつ
つある。
日系企業は，激変するアジアでのビジネス展開を強
要されている O 世界の PCの9割が中国で生産される
といった巨大な生産量の急増過程で，多国籍企業と
EMS，工場との問で多様な国際的分業関係が形成さ
れ，また，完成品がアメリカに流出している O そし
て，台湾企業が多国籍企業の生産を受託し，工場を中
国に建設，生産を担うといった国際分業が進展してい
るoPC内蔵の記憶装置， CPUはインテルがマレーシ
アで生産し，その他の部品もフィリピン，シンガポー
ルから中国に輸出されている O 加えて，デジタル化や
技術のアジアへの流出が生産のアジア化を進め，現地
では，日本からの基軸部品の輸入に依存しつつも，現
地欧米系，ローカル系部品メーカーへの依存を高めて
いる O 価格競争も激化している O 国際的垂直統合の変
容，韓国企業や台湾企業の参画や EMSの活用，価格
表4 世界生産に占める JEITA企業(日系)の割合 (2008)
世界生産額 日系企業のシェア うち圏内生産
電子工業 179.2兆円
電子機器 117.7兆円
AV機器 24.5兆円 40% (29%) 
通信機器 33.6兆円 14% (56%) 
コンピュータ ・情報端末 46.4兆円 20% (23%) 
その他 13.3兆円 18% (70%) 
電子部品・デバイス 61.5兆円
半導体 27.9兆円 21% (77%) 
電子部品 21.2兆円 42% (36%) 
ディスプレイ 12.4兆円 26% (74%) 
ITソリューションサービス 57.9兆円 10% (100%) 
電子情報産業 237.1兆円
出所:電子情報技術産業協会資料
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表5 対外直接投資の推移
2002 2003 2004 
実績 残額 実績 残額 実績 残額
電気機械 4，778 5，657 2，191 62，717 
アジア 1，096 1，005 1，070 
北米 3.001 1，769 197 
欧州 492 2，774 886 
その他
(構成比:%) 23 18 49 
63 31 9 
10 49 41 
4 2 1 
製造業 17，906 18.363 14，780 244，717 
総額 44，930 40.795 38，210 405，595 
出所:財務省・日本銀行「国際収支統計」。
下落を経験し，撤退の増加等多様な展開が認められ
るO もちろん，中国の工場を経由して北米へ輸出も存
在している o (r日本経済新聞」より)
こうした過程で，急増してきたアジア新興国，中間
所得層(年間所得5，000ドル--35，000ドル)への対応
が焦点になっている。さらに，中国等も，付加価値の
低い国際分業にとどまらず，産業の高度化を目指して
いる O そこで，日本の産業界は，国際的な活動環境の
再編成を目指し，自由経済圏の形成を意図してアジア
全域でEPA，FfAを締結し，関税撤廃にとどまら
ず，アジアを環境ビジネスやインフラ市場として育
成，各国の関連政策への関与を試みようとしている。
他方，対内直接投資の国内 GDP比を現行 (2008)
の3.6%から 2ケタに引き上げることが検討されてい
るO 外国企業のアジア統括部門や研究開発等付加価値
の高い部門の国内誘致を指向し，投資額や新規雇用規
模に応じて期間を限って法人税 所得税の減免を提案
している。だが，外資優遇策として，法人税の一律引
き下げ，港湾，空港等物流基盤の整備，対内投資に関
する規制の見直し等長期戦略の抜本的な改変を具体化
するには至っていない。
3.長期的な低迷
表1に明示しているように，電子工業の生産総額
は，約2年程度の周期で増減を繰り返し， 2007年を
(単位 :億円)
2005 2006 2007 2008 
実績 残額 実績 残額 実績 残額 実績 残額
4.809 67.525 8，220 68，444 5，538 74，873 5.860 60.950 
2，007 19，298 5，721 25，923 3.695 29.689 2，546 23，451 
1.298 30.666 377 25.625 1，067 27，362 1.006 20.898 
1，561 17，004 2，001 16，139 575 17，153 2，229 15，950 
42 69 67 44 
27 5 19 17 
30 22 10 38 
1 4 4 1 
28，866 272，895 40，166 312，317 46，722 342，913 46，512 303，326 
50，459 456，054 58，459 534，760 86，607 618，584 132，320 617，400 
ピークに低下傾向にある O まず，産業用分野では，
2002年以来，生産額が低迷しており，特に，コン
ピュータの生産の不振が顕著である o 2009年度の携
帯電話.PHS端末の囲内出荷台数は，前年度比 12.3
%減の約3，142万台，ピーク時の2000年度の 5，458万
台の約 6割にとどまっているO 前述したように，民生
用の生産額の電子工業全体に占める割合は 14%程度
で，電子部品の生産額が， 2002年に産業用を上回
り， 2006年には全体の5割を超え， 2008年には 52.2
%に至る O それでも，電子部品 ・デバイスの生産額
は，電子工業全体の生産額と類似した動向を示し，約
2年周期で，長期停滞状態にある O つまり，電子部品
が生産額の過半を占めるのではあるが，デバイスは，
2000年水準を回復していない。2009年度の白物家電
(家庭用エアコンを除く)の国内出荷額は，前年比1.8
%減の 1兆4，286億円であった。冷蔵庫，空気清浄機
以外は低迷しており，価格も低下傾向にある O
生産額の低迷のみならず 表6から確認出来るよう
に，事業所，従業者数の減少，付加価値額・現金給与
総額の減少が生じている O まず，事業所数であるが，
電気機械器具製造業全体の事業所数は，4人以上の場
合， 2002年の22，380から， 2007年の 19，992事業所へ
と2，388減少している。30人以上の場合は，同年間，
226件の減少にとどまる O 電気機械では，同年間， 4 
人以上で 1，539，30人以上で 152の事業所が減少して
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表6 電気機械器具製造業・事業所数、従業者数、付加価値額等
4人以上
(単位 :カ所，人，億円)
年 2002 2003 2004 
事業 従業 付加価 事業 従業 付加価 事業 従業 付加価
所数 者数 値額 所数 者数 値額 所数 者数 値額
電気機械 13，471 600，328 62，578 13，177 572，590 63，291 12，259 553，688 62，782 
情報通信 2，773 230，930 29，939 2，726 226，951 31，145 2，520 221，808 31，777 
電子部品
6，136 495，082 53，264 6，238 499，581 62，892 5，954 497，358 72，153 
デバイス
合計 22，380 1，326，340 145，781 22，141 1，299，122 157，328 20，733 1，272，854 166，712 
年 2005 2006 2007 
事業 従業 付加価 事業 従業 付加価 事業 従業 付加価
所数 者数 値額 所数 者数 値額 所数 者数 イ直額
電気機械 12，388 559，413 64，472 11，792 565，858 65，867 11，932 581，924 68，587 
情報通信 2，368 205，331 32，499 2，226 217，312 35，855 2，293 231，485 36，681 
電子部品
5，996 490，140 66，226 5，699 503，244 69，771 5，767 528，095 69，999 
デノてイス
合計 20，752 1，254，884 163，197 19，717 1，286，414 171，493 19，992 1，341，504 175，267 
30人以上
年 2002 2003 2004 
事業 従業
(正規) 現金給与総額
事業 従業
(正規) 現金給与総額
事業 従業
(正規) 現金給与総額
所数 者数 所数 者数 所数 者数
電気機械 3，239 479，321 385，673 25，602 3，410 3，126 455，906 356，664 23，213 2，751 3，049 442，790 341，732 22，858 2，754 
情報通信 1，073 207，666 167176 13，640 3，373 1，054 204，436 160，346 10，867 1，287 997 200，330 156，500 10，928 1，281 
電子部品
2，191 446，406 372，426 23，027 2，787 2，207 450，670 363，846 22，127 2，125 2，200 449，861 360，745 22，895 2，513 
デソてイス
合計 6，503 1，133，393 925，275 62，269 9，570 6，387 1，111，012 880，856 56，207 6，163 6，246 1，092，981 858，977 56，681 6，548 
年 2005 2006 2007 
事業 従業
(正規) 現金給与総額
事業 従業
(正規) 現金給与総額
事業 従業
(正規) 現金給与総額
所数 者数 所数 者数 所数 者数
電気機械 3，051 450，512 345，400 23，423 2，866 3，062 459，742 339，740 23，419 2，960 3，087 473，368 345，140 24，367 3，379 
情報通信 922 185，706 144，846 10，029 1，136 900 198，479 147，177 10，577 1，278 937 211，990 152，180 11，404 1，761 
電子部品
2，168 445，876 356，582 22，937 2，693 2，199 459，152 351，988 22，807 2，978 2，253 483，348 363，109 23，706 3，202 
デバイス
合計 6，141 1，082，094 846，828 56，389 119，193 6，161 1，117，373 838，905 56，803 7，216 6，277 1，168，706 860，429 49，477 8，342 
出所:工業統計表 (2002年以前は時系列が接続していない・分類改訂)。現金給与総額の後半の数字は，その他の給与である。
いる O 情報通信では，同年間， 4人以上で480，30人
以上で 136の事業所が減少している O 電子部品・デバ
イスでは，同年間， 4人以上で369事業所の減少， 30 
人以上では逆に， 62事業所が増えている O
次に，従業者数も変化している O 電気機械器具製造
業全体の従業者数は， 2002年の 1，326，340人から減少
していたが， 4人以上の場合， 2006年より増加し，
2007年には， 1，341，504人に達している o 30人以上で
は， 2002年の 1，133，393人から 2007年の 1，168，706人
へと約3万5，000人増加している O 電気機械では，同
年間， 4人以上で約1万8，000人， 30人以上で約6，000
人減少している O 電気機械の従業者数は，同年間，両
カテゴリーで減少している O
情報通信，電子部品・デバイスでは，現状維持，な
いし，微増している O 情報通信の従業者数は， 4人以
上の場合， 2002年の230，930人からか減少していた
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が， 206 年より増加し， 207 年には， 231 ，485 人へと
増加している o 30 人以上も類似した傾向をたどり，
同年間に 1 ，60 人増え， 21 ，90 人に達している O
電子部品・デバイスでは， 4人以上で 204 年， 205 
年に減少していたが， 206 年， 207 年には増加し，
20 年より約 3 ，0 人増え， 528 ，095 人になってい
るo 30 人以上も類似した傾向をたどり，同年間に約
37 ，0 人増え， 483 ，348 人に達している。
ただし， 30 人以上の正規従業者となると， 205 
年， 207 年には増加しているが，減少傾向にある O
総従業者に占める正規従業者の比率は， 20 年の 81. 6
%から 207 年の 73.6% へと 8 ポイントも下落してい
る。また，電子部品・デバイス，集積回路，電子計算
機等における 20 年の数値と比較した 207 年の事業
所数，従業者数の減少が顕著である O 典型的なのは，
電子計算機等であり，深刻な空洞化が推測される。逆
に， 1，0 人以上の電子部品・デバイスは，雇用を維
持している O また，電気機械の従業者数は，一貫して
電子部品・デバイスの従業者数より多く， 207 年に
は，約 54 ，0 人多い， 450 ，512 人となっている O 電気
機械では，小規模企業が多く存続しているのである。
関連して， 4 人以上の付加価値額は， 205 年に低下
しているものの，その他の年には上昇している o 30 
人以上の現金給与総額は，従業者減に対応して，現状
維持的である O 労働生産性は，それなりに上昇してい
る。電気機械器具製造業の 4 人以上の全体の付加価値
額は， 20 年の 14 兆 5，781 億円から 205 年には下落
しているが， 207 年の 17 兆 5，267 億円へと持続的に
拡大している。 30 人以上の現金給与総額は， 20 年
の 6兆 2，269 億円から 207 年の 4 兆 9，47 億円へと低
迷状態にある。
電気機械の 4 人以上の付加価値額は， 204 年には
低下しているが， 207 年の 6兆 8，587 億円までに，持
続的に僅かながら上昇している。 30 人以上の現金
給与総額は， 20 年の 1兆 3，640 億円から 207 年の
1兆 1，40 億円へと低迷している O
情報通信の付加価値額は， 4 人以上の場合， 20 年
の 2兆 9，93 億円から 207 年の 3兆 6，681 億円まで一
貫して増加している o 30 人以上の現金給与総額は
203 年， 204 年， 206 年に減少し， 207 年には，
20 年より 2，236 億円も低い 1兆 1，40 億円になって
いる O
電子部品・デバイスの付加価値額は， 4 人以上で
205 年には減少しているが，他の年には増加し，
207 年に 6兆 9，9 億円となっている o 30 人以上の
現金給与総額は 203 年に減少しているが， 207 年に
は， 20 年水準の 2 兆 3，706 億円となっている o 204 
年には， 4 人以上の電子部品・デバイスの付加価値額
が，電気機械の付加価値額を上回り，電気機械以上の
労働生産性の伸びを示している O
電子部品・デバイスでの雇用の維持，全般的な付加
価値額の維持が認められるのではあるが，基本的傾向
として雇用条件の深刻化が進行している九
一 深刻な業績悪化と主要企業の対応
1 .リーマン・ショック後の業績悪化と組織再編成
21 世紀に突入して日本電子工業は長期停滞傾向を
示しているのであるが， 208 年リーマン・ショック
に遭遇して，一層深刻な事態に陥っている O 表 7 は，
主要電気機械メーカー 8社のリーマン・ショック後の
209 年 3 月期の連結業績であるが，表示しているよ
うにこの連結決算は，かつて経験したことのないほど
厳しいものであった。表 8 にも長期の傾向を示した
が，需要の減少により，売上高は前期比約 9-16% も
下落している O そして，競争の激化により，薄型テレ
ビ等の価格の下落，円高はじめ悪条件が重複してい
るO 半導体，自動車向け製品等デジタル製品，民生
用，産業用電気機器の不振により，三菱電機以外の大
手メーカー 8社が最終赤字となり，各社の赤字の合計
高は 2兆 2千億円を超えている O 世界同時不況による
需要の減少，競争激化による製品価格の下落，円高等
の影響を受け，目立の 7，873 億円の連結最終赤字は，
圏内製造業で過去最大のものであり，東芝もまた，
3，435 億円の過去最大の連結純損失に陥っている O 三
菱電機のみは，官庁，法人向け需要の維持により唯一
黒字決算となっている o 1社を除く主要メーカすべて
が赤字決算に陥っている点，かつ前期に比べての下落
率の高さ，巨額な損失を記録していることにおいて画
期的なものであった。
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表7 2009年3月期主要電気機械メーカ一連結業績
(単位:億円)
売上高 営業損益 純損益
目立 100，003 (""10.9) 1，271 ""7，873 (.. 581) 
東芝 66，545 (""13.2) ""2，501 ""3，435 ( 1，274) 
三菱電機 36，651 (.. 9.5) 1，397 121 ( 1，579) 
NEC 42，156 (.. 8.7) v 62 ""2，966 ( 226) 
富士通 46，929 (""12.0) 687 ""1，123 ( 481) 
パナソニック 77，655 (""14.4) 728 ""3，789 ( 2，818) 
ソニー 77，299 (""12.9) ""2，277 .. 989 ( 3，694) 
ンヤー フ 28，472 (""16.7) .. 554 ""1，258 ( 1，019) 
Vはマイナスまたは赤字。売上高カ ッコ内は，前期比増減率%， 純損益カ ッコ内は，前期実
績。
出所:I朝日新聞」報道
当然，企業収益の悪化，生産の停滞，深刻な決算に
陥り，多様な危機克服策が試行されることになる O 各
社は，コスト削減，リストラクチャリングの追求を内
容とする抜本的な危機克服策を模索している O 主力事
業で赤字を計上した各社は，生産拠点の統廃合や人員
削減による固定費削減を進め，また，変動費に関して
も，部品点数削減の実行，調達先の選別等を模索して
いる4)o
なによりまず，抜本的な組織の再編成に着手し，社
長の交代を行っている O 目立は 2009年4月1日よ
り，古川社長から川村社長体制に移行しており，東芝
も，同年，株主総会後の取締役会で西田社長に代わ
り，佐々木則夫社長を選出し，経営体制の変革を指向
している O 富士通でも，問題を引きずりながら，山本
正巳社長が誕生している O
そして，日立は新体制の下で，脱総合電機を指向
し，重複分野の整理，集約化を進めるため， 2009年
より赤字の主因となったデジタル家電や自動車機器事
業を分社化している O 他方で，マクセル等成長の見込
める上場企業5社の完全子会社化を決定し， 2009年，
TOB (公開市場買い付け)を開始している O 本社の
事業部門や主要子会社を対象に重複分野の整理を進
め，電力，情報・通信等中核4事業本部をより権限の
大きい社内カンパニー制に移行してグループを再編成
している O 各事業本部のト ップがカンパニーの社長と
なり，投資権限等の大幅な委譲が想定されている O 脱
総合電機，重複事業分野の調整，カンパニー化による
新たな主要事業の独立性の維持と意思決定の迅速化が
目指されている O グループ会社の自主独立路線を本社
集権へと転換して，電力や交通システムなど社会イン
フラと IT.情報技術事業に総力を結集，社会インフ
ラと ITを組み合わせた社会イノベーションで目立を
再生しようとしている O デジタル家電のような事業分
野では少なくなりつつある垂直統合型モデルを社会イ
ンフラ事業では有効とし，目立グループ内で素材から
中核部品，製品までをつくりあげ，運用メインテナン
スを提供する体制を指向している O パナソニックは，
TOB (公開市場買い付け)を実施して三洋電機を子
会社化することになるO なおも，パナソニックは，世
界の 40の製造拠点を削減し， 1万5，000人の配置転換
や削減に取り組もうとしている O そして，過去3年間
赤字であった事業や拠点から原則として撤退する方針
のようである O 車載テレビを生産する藤沢市の工場他
デジタル複合機等を生産する新潟県の工場の閉鎖が決
定されている O
東芝と IHIとは，蒸気タービン部品，原子力発電機
器の共同生産に乗り出している O 両社は， 1960年代
から提携を試みていたが原子力発電機器等の生産が
2社にまたがることによる高コスト体質を是正するた
め実質的な統合に乗り出し，共同出資で新会社を設立
し，共同生産でコスト競争力を高め，海外での受注拡
大を目指している O
日本半導体メーカ一間でも新たな動向が認められ
るo 2010年，ルネサステクノロジ(母体;日立・三
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菱)と NEC エレクトロニクスとが経営統合し，単純
合算で売上高，世界 3位となるルネサスエレクトロニ
クスが誕生している O 目立は，この統合により半導体
事業の補強と一層間接的な関与を狙っているようであ
る。ルネサスエレクトロニクスは，デジタル家電，自
動車向け，ゲーム機向け等の半導体の需要減による巨
額の赤字を引き継ぐことになるが，生産ラインの統廃
合，構造改革や人件費削減等を実行して 2社で固定費
1，750 億円を削減している O かつて，日本半導体メー
カー は， DRAM 生産で世界を席巻していた。その
際，多くの場合，機能の向上に不可欠な回路線幅の微
細化に関する技術をブラックボックス化し，社外に公
開しないできた。だが，ルネサスエレクトロニクス
は，開発から生産までを一貫して手がける垂直統合モ
デルを放棄している。既に，海外競合メーカーは，
207 年頃からファブライト化しており，生産の過半
を外部に委託している O 他方で，映像や音声を処理す
る半導体の開発への経営資源の集中的な投入を試みて
いる O 日本半導体メーカーも，開発や生産等それぞれ
の得意分野を担当する水平分業を選択し，新しい体制
の確立を指向することになっている O もちろん，垂直
統合モデルを維持しようとする動向もあるが，デジタ
ル化の進展は，国際的規模で分業の在り方を変容し，
水平分業の選択を余儀なくされているようである。
2. 固定費の削減
主要企業は，生産拠点を再編成するなどして人件
費，研究開発費等固定費の削減を画策している。関連
会社の統廃合および生産拠点の統廃合を進め，人員削
減による固定費削減が実行されている。
東芝は，北九州工場にあるこつのラインの閉鎖，生
産子会社である岩手東芝エレクトロニクスの生産能力
の 3割削減等半導体生産を縮小し，半導体等電子デバ
イス関連の設備投資内容の厳選を実施している。生産
拠点の統廃合により閉鎖する生産ラインは，半導体回
路を焼き付けるシリコンウエハーの直径が 150 ミリ以
下の古い生産設備であり，生産能力が余剰になってい
るシステム LSI の工場を中心に設備の売却や廃棄を進
めている O 東芝全体で，システム LSI の 150 ミリ以下
の能力の 3 割を削減することになる O そして，各拠点
等では，早期退職制度の実施や期間従業員を減らし，
また，正社員の一部を原子力等半導体以外の部門への
配置転換を進めている O 横浜市の研究開発センターか
ら製品開発に携わる技術者を生産拠点に移すことを発
表している O したがって，東芝の 209 年の設備投資
は，前期比 41% も減少することになっている O 他方
で，東芝は，サンディスクの設備の買収を実行してい
る九
目立も投資抑制等固定費の圧縮や人員削減を進めて
いる o 13 カ所の自動車部品の生産拠点の閉鎖等生産
拠点の統廃合や人員再配置，固定費削減を進めてい
るo 4万人のテレビ製造人員の内 5，00 人を削減して
いる O 昼休み消灯，残業代，出張削減が実施されてい
るo NEC は，改革により世界で 2万人超の人員削減
を実施し， 2，70 億円の固定費削減効果を見込んでい
るO
ソニーでも，世界的な景気後退により，生産設備の
削減と過剰人員整理が急務となっており，エレクトロ
ニクス部門 8製造拠点の工場閉鎖と 8，00 人超の従業
員の削減を進めようとしている。抜本的なスリム化で
3，00 億円以上のコスト削減効果を目指している O
201 年には，国内的には全国で 6 カ所程度の効率の
低い旧式ラインを閉鎖，縮小し，約 1，00 億円の固定
費削減を推進しつつある o JVC' ケンウッドホール
デイングスは，日本ビクターの創業の地である本社な
いし横浜工場を売却する方針である O 富士通では，不
採算のハードディスク駆動装置事業を東芝などに売却
している O
ニコンでも，半導体や液晶パネルの製造装置の部品
をつくる園内 2 工場の閉鎖を柱にした半導体製造装置
事業のリストラを実行し， 2010 年度をメドに同事業
で正社員を含む国内外の約 1，00 人を減らす方針であ
るO そして，欧米やアジアの子会社の規模縮小や集約
化を内容とする厳しい事業再編成が進展している。
3. 原材料費の絞り込み
固定費のみでなく，調達システムの変更や関連費用
の縮少が進められている o NEC は，部品や原材料の
集中購買や調達先を 50 社から 30 社に減らすなどし
て資材費 2，00 億円の削減を目指している O そして，
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表8 各社主要経営指標推移
(単位 :億円，%) 
東芝 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 58，361 63，435 71，164 76，653 66，545 63，815 
日本 32，598 56 33，821 54 35，994 51 37，025 48 32，308 48 28，785 45.1 
海外 25，763 44.1 29，614 46.7 35，170 49.4 39，629 51.7 34，237 51.4 35，030 54.9 
(アジア) 16.3 18.1 19.8 19.5 17.9 20.5 
( ~ ヒ米) 14 15 14.9 15 16.3 17.8 
(欧州) 10.5 11 12.1 14.1 13.8 13.2 
(その他) 3.4 2.7 2.6 3 3.5 3.4 
営業利益 15，481 24，061 25，836 24，639 -2，502 1，171 
純損益 4，604 7，819 13，743 12，741 -3，436 -197 
従業員数 (単独) 30，810 31，595 32，309 33，260 33，520 34，539 
(連結) 165，038 171，989 190，708 197，718 199，456 203，889 
設備投資 3，430 3，630 4，100 5，020 4，530 2，102 
研究開発費 3，480 3，720 3，940 3，930 3，780 3，232 
目立 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 90，270 94，648 102，479 112，267 100，003 89，685 
日本 57，496 64 58，252 61 60，936 60 64，845 58 58，614 59 53，137 60 
海外 32，774 36 36，396 38 41，543 41 47，422 42 41，389 41 36，548 40 
(アジア) 15 17 18 19 19 19 
(北米) 10 10 10 9 9 8 
(欧州) 8 8 9 10 9 9 
(その他) 3 3 4 4 4 4 
営業利益 2，791 2，560 1，825 3，455 1，271 2，021 
純損益 514 373 -328 -581 ー7，873 -1，069 
従業員数 (単独) 38，634 40，605 37，718 31，314 37，283 31，065 
(連結) 347，424 355，879 384，444 389，752 361，796 359，746 
(圏内) 242，891 242，659 250，767 251，702 234，519 230，948 
(海外) 104，533 113，220 133，677 138，050 127，277 128，798 
設備投資 9，596 9，547 10，486 9，691 7，885 2，473 
研究開発費 3，886 4，051 4，125 4，282 4，165 3，724 
三菱電機 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 34，107 36，042 38，557 40，498 36，651 33，532 
日本 23，750 70 25，556 70 26，554 71 26，902 67 24，785 68 22，628 67.5 
海外 10，357 30 10，486 30 12，003 29 13，596 33 11，866 32 10，904 32.5 
(アジア) 11 12 12 13 13 14.6 
(北米) 9 8 8 7 8 7.0 
(欧州) 8 8 7 11 9 8.5 
(その他) 2 2 2 2 2 2.4 
営業利益 1，206 1，557 2，330 2，672 1，397 943 
純損益 712 957 1，231 1，580 121 282 
従業員数 (単独) 27，319 27，832 27，701 27，803 28，476 28，525 
(連結) 97，661 99，444 102，835 105，651 106，600 109，565 
設備投資 850 1，003 1，117 1，687 1，677 919 
研究開発費 1，365 1，305 1，306 1，487 1，444 1，337 
NEC 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 49，300 46，526 46，172 42，156 35，831 
日本 35，853 73 34，390 74 34，614 75 32，811 78 28，703 80 
海外 13，447 27 12，137 26 11，557 25 9，344 22 7，128 20 
(アジア) 10 9 9 
( ~ヒ米)
(欧州) 11 10 7 6 4 
(その他) 16 (含米中) 16 (含米中) 8 7 6 
営業利益 725 699 1，567 -62 509 
純損益 -100 91 227 -2，966 114 
従業員数 (単独) 23，528 22，742 22，602 23，059 23，446 24，871 
(連結) 154，001 154，180 154，786 152，922 143，327 142，358 
設備投資 1，609 1，775 1，226 1，031 831 
研究開発費 2，874 3，346 3，522 3，465 2，760 
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(表8つづき)
パナソニック 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 87，136 88，943 91，082 90，689 77，655 74，180 
日本 45，805 53 46，114 52 46，165 51 45，448 50 40，822 53 39，944 54 
海外 41，331 47 42，829 48 44，917 49 45，241 50 36，833 47 34，236 46 
(アジア) 17，276 19 17，819 20 18，926 21 20，605 23 17，236 22 17，344 23 
(北米) 12，830 15 13，874 16 13，811 15 12，507 14 9，967 13 9，179 12 
(欧州) 11，225 13 11，136 12 12，180 13 12，129 13 9，630 12 7，713 11 
(その他)
営業利益 3，084 4，142 4，595 5，195 ー729 1，905 
純損益 585 1，544 2，172 2，819 -3，790 -1，035 
従業員数 (単独) 47，867 45，658 46，145 42，356 
(連結) 334，752 334，402 328，645 305，828 292，250 384，586 
国内 150，642 144，871 145，418 135，563 132，144 152，853 
海外 184，110 189，531 183，227 170，265 160，106 231，733 
設備投資 3，742 3，458 4，183 4，493 4，944 3，854 
研究開発費 6，155 5，647 5，781 5，545 5，179 4，769 
富士通 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 47，627 47，914 51，001 53，308 46，929 46，795 
日本 33，407 70 31，998 67 35，176 64 36，589 69 31，931 68 29，312 63 
海外 14，220 30 15，916 33 15，825 36 16，719 31 14，998 32 17，483 37 
(アジア) 4，309 16 4，621 9 4，514 10 4，451 9 
(北米) 3，210 7 3，881 7 4，244 9 4，91 8 3，914 8 3，216 7 
(欧州) 6，332 13 6，898 14 7，272 14 7，607 14 6，570 14 9，816 21 
(その他) 4，678 10 5，137 12 
営業利益 1，601 1，814 1，820 2，049 687 943 
純損益 319 685 1，024 481 -1，123 930 
従業員数 (単独) 34，690 34，836 33，792 27，310 25，899 25，134 
(連結) 150，970 158，481 160，977 167，374 165，612 172，438 
設備投資 1，814 2，499 3，052 2，490 1，676 1，264 
研究開発費 2，402 2，415 2，540 2，587 2，499 2，249 
ソニー 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 71，596 74，754 82，957 88，714 77，300 72，140 
日本 20，763 29 21，678 29 21，569 26 20，564 23 18，732 24 20，993 29 
海外 50，833 71 53，076 71 61，388 74 68，150 77 58，568 76 51，147 71 
(アジア)
(北米) 28 26 27 25 24 22 
(欧州) 23 23 24 26 26 24 
(その他) 20 22 23 26 26 25 
営業利益 1，139 1，913 718 4，218 -1，273 318 
純損益 1，638 1，236 1，263 3，694 -989 -408 
従業員数 (単独) 15，892 16，194 16，623 17，555 18，054 16，383 
(連結) 162，000 151，400 158，000 163，000 180，500 170，200 
設備投資 3，568 3，843 4，141 3，357 3，321 2，200 
研究開発費 5，520 5，318 5，439 5，206 4，973 4，500 
サムソン 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
τ7三'CJ仁?司えr 81.96兆ウォン 80.63兆ウォン 85.4兆ウォン(7兆円)98.51兆ウォン(7.7兆円)121.3兆ウォン(7兆円)138.9兆ウォン(12兆円)
営業利益 11.76兆ウォン 7.58兆ウォン 9兆ウォン(0.9兆円)8.97兆ウォン(0.9兆円)6.03兆ウォン(0.4兆円)11.6兆ウォン(1.27兆円)
純利益 7.64兆ウォン 10.7兆ウォン 5.9兆ウォン(0.5兆円)7兆ウォン(0.6兆円)3兆ウォン(0.2兆円)9.6兆ウォン(0.8兆円)
従業員数 128，000 138，000 155，000 158，000 188，000 
研究開発費 46億ドル 53億ドル 60億ドル 63億ドル 6.9兆ウォン 7.6兆ウォン(0.6兆円)
設備投資 74億ドル 99億ドル 108億ドル 90億ドル 1.2兆円 5.5兆ウォン(0.4兆円)
出所:各社有価証券報告書，HP等。 サムソンのカ ッコ内の円表示は概算値である。
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NEC を構成する各事業部やグループ企業ごとに購入
していた液晶パネル等キーコンポーネント，たとえ
ば，ハードディスク，ハードディスク駆動装置，外部
記憶装置，ストレージ等や電子部品を一括調達に切り
替えている O また，調達費削減のために，共通部品の
開発や従来は加工品の形で協力会社から購入していた
ステンレス，プラスチックなど一部の原材料をメー
カーとの直接価格交渉に持ち込んでいる O ソフトウエ
アに関してもパートナー企業を絞り込み，海外へのソ
フト開発委託を強化している O
パナソニックは既に薄型テレビや携帯電話など複数
のデジタル家電に使う共通 18 を主要製品に搭載して
いる O 同じ部品を使用することにより，コスト削減と
新製品の開発期間を 3分に 1程度に短縮することを実
現している O デジタル家電は，競争が激しく，製品寿
命が短く，急速な価格低下を招くので，速いテンポで
新製品を開発せねばならず，巨額な開発コストを必要
とする O 開発期間の短縮や開発コストの削減が不可欠
となっている O また，パナソニックは， 201 年から
はネットワーク経由でソフトウエアの機能を利用する
クラウドコンピューテイングを工場の生産管理に導入
することによりシステム運用費の 4 割を削減しようと
している O さらに，クラウドコンビューテイングの活
用により迅速な海外展開の実行を予定している O
日立は，新製品開発のたびに部品の種類を増やし，
コストアップを招いてきた。パネルの種類やテレビに
関しては， 4 種類の 18 (大規模集積回路)を使い内
製と外部調達を混在させていた。こうした非効率に対
し，液晶とプラズマテレビの機能，パネルの種類等に
応じて映像，音声信号を処理する従来の 4 種類の 18
を 1種類に絞りこもうとしている O
ソニーは，液晶テレビの画質を高める画像処理 18
や放送を受信するチューナーを搭載した信号処理基板
の種類を現在の 9 種類から 4--5 種類に減らす方針で
ある O これまでは，テレビのサイズや機能に応じて異
なる基盤を使っていたが，複数の機種に対応出来る基
板を新たに開発して， 1種類当たりの生産量の増大に
よるスケールメリットと開発コストを削減し，かつ，
新製品の開発期間を短縮しようとしている O こうした
部品の共通化や発注価格の引き下げにより， 209 年
度に全社で 5，00 億円の調達コスト削減を目指してき
たO 東芝は，工場，研究所の設備機器のリース契約見
直し，研究開発費削減を実行している O
以上のように，多くの企業は，一括調達等調達シス
テムの改編，調達先の選別，絞り込み，部品の共通
化，開発から製品化までの期間の短縮等を通して，関
連する調達費用や開発費用の削減を推進して収益改善
を実現しているのである O
四.業績の回復と新たな挑戦
1 .集中化とイノベーションの推進
以上のような諸方策により，各社とも業績を急速に
修復してきている O 抜本的な経営戦略の策定，固定
費，変動費の削減，国内および中国での需要拡大によ
り，主要企業の 201 年 3月期の連結業績は，表 9 の
ように急速に改善されつつある O 全企業が，金額に変
化があるものの，営業利益を記録しているヘ
ただ，大手 8杜は，すべて売上高を下落させてい
るO リーマン・ショック後，前述のように生産の停
滞，企業収益の悪化に陥り，事態は深刻であったが，
リストラクチャリングを展開し，雇用の削減，コスト
の切り下げを進め，売上高低下の下で営業利益を確保
するに至っている O 特に，業績是正を実現した事業分
野の選択と集中とも関連させて，将来に向けての新製
品開発，世界標準の確立，新興国対応に焦点を当てて
日本メーカーの動向を再検討しておきたい。
前期には営業損益の段階で 4杜が営業損を計上して
いたが，今期は，全社が営業利益を計上している O 前
期は三菱電機のみが，純利益を計上していたが，今期
は，半分の 4 社が純利益を計上している O 人件費を含
む固定費や研究開発費，販売経費のカット，リストラ
クチャリングを通してのコスト削減，エコポイントの
導入等政府の景気刺激策，新興国の需要拡大等がこう
した業績是正に影響を与えているのである O そして，
一部の製品の出荷は，全体としての売上高低下の中
で，増加さえしている O たとえば， 209 年度には，
地デジへの移行等が影響して薄型TV の国内出荷額
が，前年比 57% も増加している O
業績悪化に直面しての主要企業の抜本的なリストラ
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表9 大手8社 2010年3月期連結業績
(単位 :億円)
三ソ生じ三L~問告「1 営業損益 純損益
目立 89，658 (.10.3) 2，021 .1，069 
東芝 63，815 (. 4.1) 1.171 • 197 
三菱電機 33，532 (. 8.5) 943 282 
NEC 35，831 (.15.0) 509 114 
富士通 46，795 (. 0.3) 943 930 
パナソニック 74，179 (. 4.5) 1，904 .1，034 
ソニー 72，139 (. 6.7) 317 • 408 
ンヤー フ 27，559 (. 3.2) 519 43 
Vはマイナスまたは赤字。 カッコ内は，前期比増減率%。
出所:I朝日新聞」報道
クチャリングの追求はすさまじく，各社とも不採算部
門を切り捨て，成長可能領域に経営資源を集中化しよ
うとしているのであるが特に 太陽電池への投資が
注目される O 太陽電池の 2009年度の国内出荷は，発
電能力ベースで62万3，127キロワットとなり前年比
2.6倍，世界第3位の市場となっている O ここでも，
政府の補助金支給の再開や余剰電力の買い取り制度の
創設が影響しており，他方で輸出も増加している O 太
陽電池事業を推進する大手4社，シャープ，京セラ，
三洋電機，三菱電機は，政府の補助金政策を支援に市
場拡大を実現している O
また， 2009年度の PC出荷台数は前年比8.3%増の
950万台となっている O 文科省による小中学校の IT
整備策による特需等により個人向けが増加し， 2007 
年を上回るまでになっている O ただし，出荷金額は低
価格のネ ットブックの割合増等により減少している O
従来型を含めた携帯電話全体は， 2009年には囲内出
荷4%減の3，444万台で2年連続前年割れであったが，
スマートホン・多機能携帯電話のみは， 2009年に前
年2倍の234万台が出荷されており， 2010年は300
万台に達すると予測されている O デジタルカメラも，
2010年には8社合計で約 1億 1，300万台と大幅な出荷
増が計画されている O
関連して DRAMもPC，デジタル家電，携帯電話
向け需要が増加傾向にある O 新興国市場も好調であ
るO 回路線幅65ナノ (1ナノは 10億分の 1)メート
ルでチップサイズを小さくした製品の比率を増やして
の生産効率の上昇，歩留まり率の向上，生産原価の切
り下げが進んで、いる O 回路設計の見直し，チップ面積
を従来品より 5割減の 50平方mm以下に縮小して世
界最小のスマートホン タブレ ット型端末等モパイル
機器向け DRAMを開発している O 日本で，回路線
幅， 40ナノメートルの微:細化t支術を活用して 2ギガ
(ギガは 10億)ピットの大容量DRAMの量産が本格
化しそうである O
さらに，エルピーダは，従来の 2ギガ製品 2個より
消費電力を約3割削減可能な回路線幅40ナノメート
ルの微細加工の4ギガピットDRAMを開発している O
既に， 4ギガ製品を商品化しているサムソン電子を追
うことになる O
富士通は，簡易型他サーバーの世界的な売上の増大
を目指している。シャープは，液晶TVの一貫生産，
液晶パネルのバ ックライトに使う発光ダイオード
LEDの基幹部品である素子の内製化を進めている O
圏内の液晶TVメーカーで，素子からパネルまでの一
貫生産を続けているのはシャープのみで，素子の内製
化でコスト競争力を高め サムソン等に対抗しようと
している O 従来，青色LEDは日亜化学工業，豊田合
成等から調達していたが，垂直統合型事業モデルの利
点を追求，内製化により基幹部品の安定確保を実現
し，生産コストの引き下げを目指している O
東芝は，社会インフラと半導体を二本柱として位置
づけ，戦略分野に 2010年から 12年の3年間に設備投
資と研究開発費として合計2兆4，000億円の投入を予
定しているが， 8割以上を環境・エネルギー，インフ
ラ整備，半導体に重点配分しようとしている O こうし
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て，鉄道機器で海外開拓を目指す等社会インフラ事業
の海外展開が加速している O 中国，韓国から鉄道機器
を受注，インド，ブラジル等 4 カ国にも担当者を配置
するなどしている O 他社と提携してのシステム開発に
も対応している O 原発機器でコスト競争力を高め，生
産能力を強化するため， IHI との共同生産に合意して
いる O そして，マイクロソフトのピル・ゲイツと組
み，次世代原発の開発にも乗り出している O インドで
火力発電用蒸気タービンと発電機を生産する工場の稼
働を具体化しつつある。また，フラッシュメモリーを
生産する四日市工場や 30 ミリウエハーに対応しうる
最先端の設備でシステム LSI を生産する大分工場に
は，それぞれ技術者数十人を配置しようとしている O
主力のフラッシュメモリ一事業で大規模投資を実行
し，最先端の微細加工技術の導入を進め，生産能力を
増強している oNAND 型フラッシュメモリーのス
マートフォン向けやサーバー向けの需要の拡大を契機
に，量産や微細化を目指した大型投資を展開してい
るO 微細化に関しては， 201 年中に，線幅 20 ナノ台
後半， 12 年めどに 20 ナノ前半を目指している O さら
に，テレビに得意の半導体技術を組み合わせた高性能
テレビ「セルレグザ」の 3D 版を発売予定であり，デ
ジタルカメラや携帯電話向け撮像素子 CMOS セン
サーの増産を進めている O また， LED 照明素子のコ
スト競争力を追求し，内製化，一貫生産を試みてい
るO 素子から機器までの一貫生産体制を築き，フィ
リップ等海外勢に対抗するため LED 照明の基幹部
品である素子の自社生産を実現し，中国等で海外一貫
生産体制を構築しつつある。従来は，日亜化学工業等
LED 素子メーカーから素子を調達していたが，高輝
度で耐久性の高い素子を生産する技術の自社開発に成
功している O そして，照明事業の海外売上高比 30%
を目指し，発光ダイオード， LED 照明，省エネ照明
を欧米のみでなく，新興国，中ロ，メキシコ，中東な
どに販売拠点を築き，販売地域に合わせて仕様を見直
そうとしている O 現地器具メーカーと組んで住環境に
合った照明の開発を課題としている O 前述したよう
に，目立は，社会イノベーション， IT と社会インフ
ラを融合した事業，スマートグリッド，医療機器，高
速鉄道を重視した対応をしている O
パナソニックは， 2012 年に売上高 10 兆円，営業利
益率 5% (5 ，00 億円)以上を目指す新中期計画 iGT
12J を発表している O 三洋と連携した環境分野の強化
や新興国市場の開拓に重点を置いているが，太陽電
池， 2次電池等「エナジーシステムJ，冷熱コンデ
ショニング，テレビ中心の「ネットワーク AVJ ，ヘル
スケア，セキュリテイ， LED という 6分野を主要重
点事業とし，経営資源を集中配分しようとしている O
特に，環境事業，電池関連事業に軸足を置き，変換効
率とコスト競争力が高い次世代電池の開発を重要課題
とし，具体的に，蓄電池等エネルギ一関連事業の拡張
のため，尼崎のプラズマ・ディスプレー・パネル
(PD) 工場の敷地内に三洋電機の太陽電池工場を建
設予定である O 熱交換効率が世界最高水準の現行をさ
らに上回る「次世代 HITJ 太陽電池を量産する計画で
ある O 三洋をパックアップし， 5年後に太陽電池生産
量世界 3位を目指している O ほかにも， 3D プラズマ
TV や白物家電の開発や生産をパナソニックに一元化
して，商品同士をつなげることで単品では実現できな
い製品の開発と生産を試み，充電池，太陽電池と AV
や家電との組み合わせを実現しつつある O 環境分野を
軸に，技術面で優位性を確保しつつ，市場開拓の可能
性の大きな事業分野を見据え，それゆえ，営業利益率
5% に達しない事業からは撤退し，選択と集中の推進
を意識した独自の成長戦略を展開しようとしている O
2. 新興国への進出
次に，主要各社は新興国市場を重視し，今後，数年
間に海外売上高比率の大幅な引き上げを達成しようと
しており， NEC は現在の 20% を2017 年には 50% 以
上にすることを目標としている O 富士通は，海外売上
高比率を現在の 35% から 1---2 年内に 5 ポイントヲ|き
上げようとしている O 関連して，クラウドの拠点とな
るデータセンターの世界規模での増強を目指してい
るO そして，台湾の生産子会社である瑞晶電子への微
細化投資を推進することになる O ソニーは，中国市場
に投入した 4万円台の低価格小型液晶テレビが好調な
ようであるが，メキシコ拠点に続き，スロパキアの液
晶TV 工場をフォックスコンに売却して，ソニーでな
ければつくれないもの以外は外に出す計画である O 中
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国専用の液晶テレビ生産の外部委託を活用する等，電
子機器の EMS (受託製造サービス企業)への生産委
託により，コストを低減し，新興国で収益を獲得する
事業モデルを構築しつつある O 設計，開発から組み立
てまでを自社で行う垂直統合モデルを維持していた
が，数年前より固定費抑制のため， EMS に生産委託
を開始し，さらなるコスト削減のために一部の工場を
売却しているのである九
東芝も中期経営計画においてグローバル展開を加速
しており， 2010 年から 2012 年にかけての 3年間で海
外売上高を 5% から 63% に引き上げようとしてい
るO 特に，力点を置いているのが新興国事業の拡張で
あり，取扱庖の拡大，現地仕様モデルの増加を進める
などして新興国向け比率を 24% から 31% にしていこ
うとしている O 中国専用の家庭用エアコンや冷蔵庫を
開発しているが，新興国向け薄型テレビの生産の多く
は EMS に依存しようとしている。さらに，アジアで
のソフトウエア開発の 3拠点，ベトナム，インド，中
国での人員を， 2015 年をめどに現状 (60 人規模)の
1. 7倍の約 1，00 人体制に拡充する計画である。交通
システム，原子力発電，スマートグリッド(次世代送
電網)等社会インフラ事業で海外市場を拡張するに
は，現地仕様への対応等ソフト開発体制の強化が必要
であり，現地でのソフトウエア開発を強化する必要性
に迫まられている。
目立でも，現在 41% の海外売上高比率を 2012 年に
は 50% にすることを目標としており，ハードディス
ク駆動装置事業の本社機能や工場をすべてシンガポー
ル等への移転を進めている。そして，一層のアジアの
人材を登用する計画である O また，ブラジルでは家庭
用エアコンの現地生産に着手している O
パナソニックも， 2010 年度から 2012 年度にかけて
の中期経営計画では，現在の 47% の海外売上高比率
を5% に引き上げる計画である O 新興国向け家電の
開発，販売に活路を求め，新興国専用モデルの投入を
重点課題とし， 2012 年までに，現地の生活様式や商
習慣にあわせて機能を絞り込んだ特別仕様の家電 20
品目以上を相次ぎ投入予定である。具体的に，中国，
ベトナム等の 11 の国と地域の中間所得層(年間所得
5，00 ドル---35 ，00 ドル)をターゲットに価格を既存
商品に比して 2---5 割安くしたボリュームゾーン商品
(普及価格帯)の開発を推進している。ブラジルやイ
ンドで白物家電の工場を新設している。新興国での中
間所得層の急増に対処し，新興国市場の中間所得層向
けボリュームゾーン商品となる白物家電や薄型テレビ
の開発を進めているのである。ナイジエリア等では駐
在員を置いた程度であるが，熱帯地域向け家電の海外
で開発体制を整備しつつある O そして，熱帯地域向け
家電の開発に関し，製品投入先の現地法人の技術者等
がシンガポールの家電子会社に集まり，野菜を冷やす
スペースを大きくするなど現地市場に合致した冷蔵庫
の開発等を進めている O 次に，マレーシアやメキシコ
の工場で当該製品を生産し，コストを抑え，中近東や
アフリカに輸出をすることを計画している O また，イ
ンドでは，大気汚染の社会問題化に対応し，除湿，加
湿機能を省き，価格を 1---2 万円としたエアコンを生
産する新工場に研究開発や人材育成の拠点の併設を検
討している O 開発や生産を新興国で完結できる体制が
目指されている o ODM (相手先ブランドによる設
計・生産)事業者への委託を増やし，日本の半分程度
の価格でも収益が確保できる体制を確立しようとして
いる。いまや，日米欧向け商品を軸にしてきた世界市
場開拓が転換し，開発や生産が新興国を軸に展開され
ており，新興国での開発，生産の現地化が加速化して
いるのである o
3. 世界標準の確立
さらに注目されるのは，新製品開発の増大や国際化
の進展に随伴しての世界標準の確立に向けた動きであ
るヘ 21 世紀初頭， ドコモは価格設定と販売網構築に
関し，海外展開を中断していた。だが，ドコモは
209 年，光ファイパ一回線並みの高速通信が可能な
次世代携帯規格 rLTEJ のサービスを始め，同規格を
世界標準にしようとしている O ドコモにとって現況は
海外での巻き返しのチャンスとされ，これに合わせ日
本の端末機メーカー 4社が基幹ソフトを統ーした次世
代機で海外市場の開拓に備えている。園内の携帯電話
市場は契約数が 1億件を超え，飽和状態にある O その
中でアップル等海外勢がシェアを伸ばしており， 4社
は，圏内市場を守りつつ海外市場の開拓を迫られてい
34 
るO まず，シャープ，パナソニック，富士通， NEC 
上位 4社とドコモ， IC のルネサスエレクトロニクス
の6社が，携帯電話機で動画や音楽の再生など通信以
外の機能を制御する役割を持つアプリケーション・プ
ラットホームと呼ばれる基幹ソフトの統一を目指し，
共同開発に着手している。 4社は， N 1Tドコモと連
携して，基幹ソフトの共同開発を進め， 201 年度に
ドコモ向け次世代機に搭載予定である o 4社の共同開
発により 1台当たり 20 億-----300 億円とされる次世代
機の開発コストと 1-----2 年とされる開発期間を半減し
ようとしている o 4社の端末で同じ応用ソフトが使用
可能となり，利用者の利便性が高まることになる O
209 年度でもシェアは上位 4社で 67% であり， ドコ
モ向けの当該新仕様が事実上の標準となりそうであ
るO 開発コストの削減により，端末の使いやすさやデ
ザイン開発への経営資源の転用を目指している。この
基幹ソフトは海外の携帯電話機メーカーにも外販予定
である。 6社の仕様を世界に広め，アップルの高性能
携帯 iPhone 等に対抗しようとしている O 基幹ソフト
の統ーにより， 1つの応用ソフトが 4社の端末すべて
で使える可能性は，ソフト会社のメーカーごとに仕様
を変える必要性をなくすことになる o 4社のシェアは
圏内では高いが海外で本格的に販売しているのは
シャープのみであり，意欲的な挑戦とされている O
もちろん，日本のみでなく中国移動等は，次世代の
携帯電話サービスをめぐる合従連衡を通してハイテク
分野の規格に影響を与えるまでになっており，インド
では，中国移動の次世代通信規格の導入を検討する通
信会社が出現している o N 1Tドコモがサービス開始
予定の次世代規格に対抗勢力となる可能性もある。電
気自動車の充電方式でも日本企業は中固などとの連携
を視野に入れざるを得なくなっている。欧米，アジア
各国政府とも協力して規格の世界標準化を進めようと
している O 日米欧での規格統一競争の激化が論じられ
てきたが，これに中国が加わり，競争が一層激しくな
りそうである O
ソニーはグーグルとネット TV ，携帯端末の開発に
関する提携を実現している。グーグルの技術を活用
し， TV ， PC ，ゲーム機をネットワークで結ぶ新サー
ビスの共同開発を目指している O このことにより，米
アップルの新端末 iPad に対抗する新製品の共同開発
を推進しようとしている。さらに，アップルの iPad
の対抗を意識した電子書籍開発には，多くの企業の連
携が組まれつつある O
また，政府の知的財産戦略本部は， r知的財産推進
計画 2010J を策定し，次世代自動車等 7つの分野の
日本技術を国際標準としていくための支援を試みてい
るO 日本産業の国際的な競争力の強化を課題とし，新
興国で普及を進め，それらの国々と連携しておO 国
際標準化機構等に共同提案していくことを目指してい
るO 日本の技術を国際標準とし，日本の企業や研究者
の世界市場，成長市場での活動を優位に導く環境を整
備しつつある O 経団連でも，たとえば，中国での事業
展開に際し，知的財産の保護等とともに環境や品質等
に関する基準づくりの連携の必要に迫られ，日韓中で
基準統一化を図ろうとしている O そして，日韓中の
Ff A 締結に向けた産官学の共同研究組織で 3 カ国共
通の基準づくりが検討されている。経済産業省では，
家電製品の安全性や省エネ性能等を評価する基準認証
制度をアジア各国で共通化していく体制を構築しよう
としている o rアジアン・ノーム (AN)J の 2013 年の
創設を目指しているのである O 既に，シンガポール，
マレーシア，タイ，インドネシアの 4 カ国は参加を約
束している。各国で基準認証試験を受ける手聞が省
け，アジアに生産拠点を置く家電メーカーにとり大幅
なコスト削減をもたらし，高い基準の採用により粗悪
品を排除することも可能になるとしている O
カーエレクトロニクス分野でも，システム，組み込
みソフトの標準化を目指す多様な組織が誕生してい
る。組み込みスキルマネージメント協会とか電気自動
車充電器の共同開発を課題に CHAdeMO 協議会が活
動を開始している O また，主要自動車，電気メーカー
が構成員となる JASPAR は， 205 年 2% である車載
電装部品のコストが 2015 年には 40% になることを見
越し，搭載システムの開発を本格化している O 世界標
準の確立が多様に模索されているのである。
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五.寡占企業間競争と日本企業の脆弱性
1 .イノベーションと韓台中企業の台頭
21世紀に突入し，厳しい事態に直面して，日本電
子工業は，抜本的な改革に着手し，可能な限りの戦略
を展開して国際競争力を強化し，業績を是正してき
た。そうではあるが 日本電子メーカーの意図に反し
てその国際競争力や独創性を高く評価することは困難
である O 第一の問題は，創造性である O 表8に示して
いるように，主要メーカーは，研究開発の重要性を理
解し，不況下でも設備投資額以上の巨額の研究開発費
を確保している O 表10は， 2006年段階の統計である
が，日本の特許登録件数はアメリカに近接しつつあ
るO そして，アメリカにおける日系企業の特許登録件
数の多さは，注目されているO 今や，アジア依存を深
めつつ，中間所得層を対象にしたブランドや低価格商
品の開発に力点を置き，確認してきたように，新興国
市場をターゲットとした製品開発や国外での研究者，
技術者の確保が進められている O しかしながら，欧米
とアジア，世界の研究開発動向は，日本以上のテンポ
と規模で進展している o 1988年には主要日本製品の
世界シェアは，約5割を占めたが，日本電子工業の現
況はそうした状態にはない。アジア市場の創造という
より，生産回復も安易な外需依存で， 家電は輸入品が
主流になり，メイドインジャパンは少数派になってい
る。欧米では，インテルが付加価値の高い製品開発を
進め，クワルコムは携帯電話に強く，アップル等米
IT大手の業績は上向いている O
スマートグリッド，スマートフォン，クラウドコン
ピューテイングが台頭し，オバマ大統領はグリーン・
ニューデイール政策を提唱している ヘ 国際的規模で
表 10 特許登録件数
(単位:件)
2002年 2003年 2004年 2005年 2006年
日本 120，018 122，522 124，192 122.944 141.399 
韓国 45，046 44，178 49，068 73，512 120，790 
中国 21，257 49，356 49，360 53.305 
米国 163，518 169，035 164.291 143，806 173，770 
出所:[""世界国勢図会J(2009年 10月)280頁。
の地殻変動といった事態が進展しつつある O 環境・社
会インフラの整備とともにアマゾン，マイクロソフ
ト，ヤフー， IBMやシリコンバレー企業は，数年前
から創造性を発揮して世界的な変化を推し進めてきて
いる O 研究開発費も日本以上に巨額で，国際的な研究
開発体制を充実しつつある ヘ
他方，日本電子工業は，国際的な競争基盤を脆弱化
し，主要な国際的なシェアの低下をきたしている o 21 
世紀，気概ある創造的な活動により持続可能な社会の
基盤となる技術体系の構築が実現されねばならない。
創造的な活動を通して経済の自立が待望されている O
日本の伝統や蓄積の在り方を尊重しつつ，未来指向的
な創造性の立脚点を拡充していく必要があるO
象徴的なことであるが 2009年の日本半導体企業
の世界シェアは2割強にとどまり，台湾，韓国等アジ
ア企業のシェアは， 2割近くにまで急上昇している O
日系企業の撤退，シェア低下に比してアジア企業が，
集中的な投資を実行してシェアを伸ばしてきた O ファ
ウンドリー(半導体受託製造)企業の受注部分は，発
注企業の出荷額として計上されるので，アジア企業の
ウエイトは統計値以上である o 21世紀，新興国市場
の台頭に対応して，国際市場における日本企業の相対
的な地位の低下と韓国 中国企業の台頭が顕著であ
るO たとえば，太陽電池事業では， 2008年まで，日
本市場は国内企業の独壇場となっていた。だが，導入
補助金制度の導入 余剰電力の買い取り価格引き上げ
等による市場拡大とともに，中国，台湾，韓国企業の
本格的な参入があり，価格下落を起こし，競争が激化
している O 積極的に投資をしているのは主として海外
メーカーで，空洞化さえ懸念されている O アジア家電
が日本に攻勢をかけており 低価格の中国製品が急増
している O また， LGは，2011年に洗濯機を日本に再
投入しようとしている O アジア企業の製品は，価格の
みでなく品質でも日本を追い上げている O 新興国市場
で力をつけたアジア企業の進出は，日本向けデザイン
の考案を進めており，産業再編を加速しそうであるO
台湾の HTCは，ソフトパンク向けに有機ELを搭載
した高機能携帯電話を発売している O
韓国企業は，日系企業等からの技術者のヲ|き抜き，
自らもグローパル人材を育成して 1997年のアジア
36 
通貨危機， IMF 融資後のビッグデール，財閥の再編
成，産業の寡占化促進を経験してきた。そして，選択
と集中，集中化投資，スピード経営を展開してきた。
国内での過度な競争に縛られずに果敢な国際展開を試
み，現地法人への大幅な権限移譲を行い，また，危機
後のウォン安により輸出競争力を補強し，圏内市場の
狭険化を国際化により克服している O 韓国企業も，
208 年から景気後退に陥り，コスト削減を軸とした
リストラクチャリングを追求しているが，その後，特
に，サムソン電子等は高業績を達成している O サムソ
ンの主要部門である半導体，液晶パネル，薄型テレ
ビ，携帯電話はいずれも堅調である O サムソンは，
201 年には，設備投資，研究開発費として過去最大
の総額 26 兆ウォン(約 2兆 1，0 億円)の支出を予
定している。携帯電話やメモリーカードに使われる
N必~D 型フラッシュメモリー，回路線幅 20 ナノ台の
次世代メモリーを生産する工場を韓国内で拡充してい
るO 特に，半導体メモリー，液晶パネルへの集中的な
投資を実行し， 201 年設備投資計画では，半導体と
液晶パネルに 18 兆ウォンの内 9 割近くを投入する予
定である o 30 ミリウエハー，月産 20 万枚規模で，
DRAM とNAND 型フラッシュメモリーといった先端
品の生産を予定している O 世界約 80 カ国に社員を常
駐させ，アフリカ進出をも本格化している o 201 
年， 1ウォン =0.85 円で換算したサムソンの業績は，
売上高 12 兆 1，0 億円，営業利益 1兆 2，50 億円とな
り日系企業に大きな差をつけている O さらに，太陽電
池，自動車用電池， LED ，バイオシミラー・バイオ医
薬，血液検査装置・医療機器の 5分野で 20 年まで
の 10 年間に 23 兆 3，0 ウォン(約 1兆 9，0 億円)の
設備投資，研究開発費を投入する計画である O 迅速な
意思決定と大胆な投資の実行，半導体で獲得した豊富
な資金を液晶パネル等成長事業に投資し，デザインの
強化，人材獲得，販促費拡大を図り，シェアを一層伸
ばしている o 209 年，サムソンのシェアは， DRAM 
で 35.% ，液晶パネルで 25.7% ，NAND 型フラッシュ
メモリーで 39.% となり，いずれも，世界ーの座を
占めている O 重点分野に関する研究開発，デザイン，
ブランドの強化には，合理的な戦略と巨額な投資を実
行しており，海外売上高比は， 80% を超している。
リスク対応という点でも日系企業に差をつけている O
サムソンのみでなく韓国 LG 電子も新興国市場の白物
家電等で高いシェアを獲得している O 韓国 LG は，日
本の薄型テレビ市場に再参入するため家電量販庖との
交渉を開始している O また，アラブ首長国連邦
(UAE) での原子力発電所建設で韓国企業連合が受注
に成功し，初の原発輸出を決めている。韓国は，放射
能性廃棄物の処理問題を有することになるが，原発先
進国をも目指している O
サムソン電子が警戒するのは， EMS 大手，台湾，
フォンハイ(鴻海精密工業)である o EMS は，世界
の有力メーカーから受託した多様なデジタル製品を主
として中国の先端的な工場で生産している o EMS 
は，大量に受注し，最先端の工作機械を大量に導入，
高い金型技術により，速いスピードで新製品を量産し
ており，ノート型 PC の世界の 9 割は，こうした形態
で中国で生産されている O つまり，中国から輸出され
るPC の 9割が，外国企業の製品であり，多国籍企業
が，中国の PC 生産を担っている O 特に，中国で PC
を生産しているのは，台湾の OEM ，ODM であり，
台湾の OEM ，ODM メーカーが，主要多国籍企業の
製品の生産を担い，受注した製品を中国工場で生産し
ているのである。
台湾 EMS 大手 4社，広達電脳，仁宝電脳工業，緯
創資通，英業遠の 209 年のノート型 PC 出荷台数は，
前年比 27% 増の 1億 5，0 万台強となり，世界の 8
割を占めている O 世界の PC メーカーは，コスト低減
のため台湾 EMS 各社に生産委託を拡大している O
アップル等は，量産工場を持たず，生産を EMS に委
託し，デジタル配信等の仕組みを作る開発能力を競争
力の源泉としている。 209 年の電子機器世界生産額
は 90 兆円で，その 3割近い 24 兆円を EMS が占めて
いる O そして， EMS 世界首位のフォンハイ(鴻海精
密工業)が，液晶パネルで世界 4 強の一つ台湾の奇美
電子を吸収合併し，グループ売上高 6兆 8，0 億円を
達成している。なおも，フォンハイがノート型 PC の
受託生産に参入し，競争が激化している O 具体的に，
東芝を抜き，パナソニック，ソニーに迫っている。
また，台湾の TSMC( 台湾積体電路製造)は，半
導体受託生産会社，ファウンドリーであり，総額
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2，000億台湾ドル(約 5，800億円)を投資し，台中に
最新鋭工場を建設予定である O 携帯電話，ネットブッ
ク用の大規模集積回路LSIの生産を目指している O
300ミリメートルのシリコンウエハーで，線幅28ナ
ノ以下の LSIを生産している o 2010年には， 28ナノ
に微細化した LSIの顧客向け試験生産をし， 2012年
後半には 20ナノの量産を開始予定である O 中国でも
大規模工場の建設が予定されている O 設計・開発から
生産までを垂直統合した日本等の総合半導体メーカー
に比して，生産規模は， 1工場で月産 10万枚以上と
生産効率を異にしている O そして 生産にとどまら
ず，設計や開発をも分担し，他社から購入した部品を
中国等の委託工場で組み立てる水平分業を展開し，コ
ストを極端に圧縮し，安値で売却しようとしているO
デジタル化により新興勢力が次々現れ，先発企業を淘
汰している O こうした状況で，他の技術やソフトなど
との組合わせ技術が追求されている O ネットを介した
コンテンツとハードウエアとの融合を試み，優位性を
確立しようとしている O
中国のローカルな企業の台頭も顕著で，カラーテレ
ビの長虹電子， IBMのPC事業を買収したハイアー
ル，携帯電話のTCL等が躍進著しい。家電製品で
は，ローカルな企業が高いシェアを占めることになっ
ている O ハイテク化指向を鮮明に打出し，積極的な対
外投資を支援する国家戦略が展開されている O それゆ
表 11 主要情報通信機器の世界市場における各国シェア
日本 韓国
1997年 2005年 1997年 2005年
N. PC 36.6 26.6 0.5 1.5 
D. PC 7.8 6.3 0.5 1.5 
ルーター 。 。 。 。
サー ノ'{- 12.5 8.2 。 。
携帯端末 33.1 11 2.1 16.2 
デジカメ 92.1 66.8 。 。
B.テレビ 43.7 26.5 3.1 。
液晶パネル 52.6 12.1 27.4 33 
DVD 77.1 19.1 6.5 12.5 
HDD 24.2 25.5 6.8 9.7 
半導体 28.4 16 4 10.3 ・. 出所:電子情報技術産業協会発表資料。
え，韓国企業は，上からは日本企業に，下からは中国
企業に挟まれ，サンドイツチ状態の厳しい状態にある
ともされてきたlヘ
問題は，こうした韓国企業，台湾企業，中国企業の
激しい追い上げを受け 日本電子工業の国際的地位が
低下していることである O 日本電子工業の地盤低下傾
向が確認できる O 表 11には， 1997年と 2005年にお
ける主要情報通信機器の世界市場における日本，韓
国，中国，米国等のシェアを示したが，日本の衰退化
は明瞭で，デジタルカメラで66.8%のシェアを維持
しているものの，それでも， 1997年の 92.1%から
は，急落している O 米国は，ルーター，サーバーで抜
きん出ており，韓国は，液晶パネルや携帯端末で日本
を抜き去っている。中国は，数パーセントの状態から
DVDやテレビ生産で驚異的な拡張をしている O
また，表 12の近年の電子情報産業の推移からして
も， 2008年のリーマンショ ックが日本電子工業に与
えたダメージは，世界的な傾向と比較して大きい。日
系企業の下落割合が大きく リーマンショックで受け
た日本企業のダメージは深刻である O アメリカ市場に
大きく依存してきた日本電子工業の脆弱さが推測され
る。
年間 500万台以上の売上が予測されている iPad部
品に関しても，新端末搭載部品の大半が韓国，台湾製
となっている O 液晶ディスプレー，フラッシュメモ
(単位:%) 
中国 その他 米国
1997年 2005年 1997年 2005年 1997年 2005年
0.5 10 13.3 24.2 49 37.6 
0.9 8.2 41 44.8 49.8 39.2 。 3.7 26.6 6.2 73.4 90.1 。 0.5 6.9 3.9 80.6 87.4 。 3.9 36.8 52.8 28 16 
0.2 。 7.7 28.8 。 4.4 
1.9 32.9 51.3 40.6 。 。
2.2 3.2 17.8 51.8 。 。。 45.1 16.4 23.3 。 。。 3.7 13.4 1.2 55.6 60 。 。 34.7 44.8 32.9 28.9 
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表 12 近年の電子情報産業の推移
2007 2008 
世界生産額 236.4 223.5 
AV機器 23.8 21.8 
通信機器 33.4 30.5 
コンピュー タ ・情報端末 46.4 44.3 
その他 13.4 12.2 
電子部品 ・デバイス 22.3 20.3 
デ、イスプレイ 12.3 11.1 
半導体 30.0 25.8 
ITソリューションサービス 54.8 57.7 
出所:電子情報技術産業協会発表資料。
リ一等 14部材のうち TDKの子会社アンプレ ックス
テクノロジー(香港)製のバッテリーのみが採用され
るような状態である O フラ ッシュメモリーはサムスン
製であり，米ア ップルは東芝からもメモリを調達して
いるのであるが，影響は小さい。液晶ディスプレー
は， LGディスプレー製となり，セイコーエプソンか
らの調達は少量とな.りそうである O タッチパネルも，
日本製ではなく勝華技研(台湾)製となっている O
2007年iPhone発売当時 9割以上の部品は日本製で
あった。日系企業のプレゼンスは衰退化してきている
のである o (f日本経済新聞」報道)
囲内においても，日本電子工業は地盤低下をきたし
ており， 1991年， 2010年の純利益TOP企業ランキン
グにおいて，純利益上位 20社から電気メーカーが消
え，通信会社や商社が浮上している O デジタル家電分
野では，上位企業のシェアを中下位メーカーが切り崩
すという傾向が確認されるのであるが，韓国企業，台
湾企業，中国企業の台頭とともに，原子力発電が典型
的であるが，世界的な寡占化が進展している O 原子力
発電事業では，国内的なシェアの検討のみでは不十分
で，世界が3グループに収数しつつある O また，
DRAM生産では，サムソン，ハイニ ックス，エル
ピーダ，マイクロンテクノロジが有力企業となってい
るし， NAND型フラ ッシュメモリーでは，サムソ
ン， 東芝，ハイニ ックス，マイクロンテクノロジが大
きなウエイトを占めている O このような事業分野で
は， 寡占企業間での激しい国際競争が競われている O
(単位:兆円， %) 
2007 2008 
-5 日系企業 51.4 47.7 -7 
-8 9.7 9.6 -1 
ー9 5.1 4.3 一17
-5 9.1 8.6 一5
-9 3.0 2.5 -16 
-9 9.6 8.4 -13 
-10 2.9 2.8 -4 
-14 6.4 5.7 -10 
5 5.6 5.7 2 
問題は，このような過程において，日韓中企業間で逆
転現象が生起し，日系企業の相対的な地位が低下して
いることである O そして，発展途上国の輸入額におい
て日本はシェアを下落しているのに対し，韓国，中国
のシェアは上昇しているのである O
2.安定した交易関係の動揺
日中韓の企業間で逆転現象が起きているというだけ
でなく，安定した日本の交易構造が動揺している o 21 
世紀に突入して，日本電子工業は，一部重複する二重
の国際的環節を崩壊，変容しているようである O ま
ず，日中韓の分業構造が変化している。中国，韓国，
日本の工業化のパターンの進展を軸にした工業製品の
3国間での貿易の推移において，日中韓の分業構造
は，注目すべき変化を示している O これまでは，日本
が先端，韓国が大量生産，中国がローエンドを担うと
いう安定した体制が形成されていた。2004年段階で
あるが，日本は対中赤字，韓国は対日赤字，中国は対
韓赤字となっており，こうした構造を随伴しつつ， 3 
国の貿易収支が，拡大，均等の方向をたどってきた。
中国，韓国，日本の工業化のパターンの進展を軸に工
業製品の3国間での貿易動向が考察されている O すな
わち， 3国間の貿易関係は，高度工業製品分野へとシ
フトしつつ量的拡大を進め 製造業の分業関係に対応
し，相互依存の深化が進行しているとしている o f技
術・技能の必要な主として HS84においては日本が他
の二国に供給し，技術・技能節約的で高度なレベルの
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大量生産が必要な主として HS85 は韓国が供給し，中
国は安い労働力を利用してそれらを組み立てる，とい
う分業関係が形成されたとみられる。j こうした分業
関係はそれぞれの比較優位を確保しつつ安定的な体制
を形成することになり，当面，この体制が維持される
と思われるとされていた1υ 。しかし，日本が先端，韓
国が大量生産，中国がローエンドという日中韓の 20
世紀型の貿易関係，安定した体制は，日中韓の逆転現
象，アジア寡占企業開競争の激化という事態に直面し
て変容を余儀なくされている。日本電子工業の相対的
な競争力低下は，アジアの分業関係の中枢領域で地殻
変動を起こしている O
中枢領域の動揺と連携して，外延部でも変化が生じ
ている。特に，市場経済化が進展する 191 年以降，
中国や ASEN は，先進国から巨額の直接投資を受け
入れてきた。日本の ODA 等でアジアのインフラが整
備され，日韓台，欧米企業の進出基盤が整備され，域
内貿易が活発化してきた問。日本の製造業のアジア進
出が加速しており，国境を越えた生産の分業ネット
ワークを構築している O 域内での国際的な生産ネット
ワークの形成，複数の国にまたがる分業ネットワーク
の構築は，アジア域内の貿易を活性化し，さらに，
米， EU への輸出に依存して成長を続けてきた。この
輸出により獲得したドルでアメリカの連邦債等を買
いJ アメリカの国際収支の赤字を補填してきた O 進出
企業は，国境を越えてアジア諸国で資本や労働力，技
術を集約，活用し，生産効率を高度化してきた。前述
したように， 208 年に世界で生産された PC ，携帯電
話，エアコンの 9 割以上が，アジア地域内で生産され
ている O 域内貿易を活発化し，なおも，世界的な連携
を強化してきた。
ただ，世界各地域の 207 年の貿易構造を，消費財
と部品に分けて比較してみると，アジア域内では，消
費財の輸出と輸入の合計額は，米国や EU との間の貿
易合計額を下回る O これに対し，アジア域内での部品
の貿易額は，米国や EU との貿易額を上回っている O
つまり，アジア域内のネットワークは，域内分業で消
費財を完成させ，それを専ら欧米の市場に輸出するこ
とで成り立っている O アジア圏の貿易の最大の特徴
は，欧米，他地域への輸出に依存した貿易構造を構築
してきたことである O それゆえ，アジア域内諸国は，
域内経済に直接の不況原因がないのにも関わらず，大
きな打撃を受けることになる O 他方で，こうした体制
の下でアメリカの国際収支の赤字を連邦債購入等によ
り支えてきた。これに対し， EU は，消費財も部品も
域内貿易が大半で， EU 域内での需要と供給のバラン
スが，比較的にとれている O もちろん， EU とて，グ
ルーバル化の進展に組み込まれ，自立性の確保はそれ
ほど容易なことではない。そして，アジアでも，欧米
への過度依存からアジア域内を一つの市場として位置
づけ， EU に類似した内需拡大の方途が進展しつつあ
る。欧米依存体制の限界に直面して，アジア域内での
需要の創造，内需主導型の経済への転換が課題とな
るO ただ，アジアでは，域内取引が過半を占めるよう
になっても，多くの場合，取引の決済はドルで行われ
ており，アジアの経済発展は， ドルの深刻な影響を受
ける危険性を伴っている。それゆえ，日本を含むアジ
ア域内諸国は，自圏内の消費市場の活性化を進め，域
内の需要と供給，輸入と輸出のバランスのとれた貿易
構造への転換と基軸通貨ドルの再検討を余儀なくされ
ている O 実態経済の内需化とアジアでの金融，通貨協
力が，アジアの安定した発展のために必要となってい
るO アジアにおけるリ}ジョナリズム，地域協力が不
可欠となる凶。
209 年度の日本の貿易収支は， 5兆 2，32 億円と 2
年ぶりに黒字となっている O 年度ベ}スでは，輸出，
輸入とも前年度を下回っているのであるが， 209 年
度には，中国向け輸出が米国を上回り，輸出，輸入と
も中国が最大の貿易相手国となっている o 209 年度
の輸出額と輸入額の単純合計額に占める対アジアの割
合は，前年度から 4.7 ポイント上昇し， 50.2% とな
るO 欧米の経済回復が遅れていることもあるが，アジ
アの当該割合が 5割を超えたのは，記録的なことであ
る。経済が成長軌道を取り戻し，中国を中心に設備投
資の対象となる一般機械の需要や電子部品の需要拡大
が生起している O 中国を中心にアジアが生産拠点とし
てだけでなく，消費市場としても台頭してきたのであ
るo アジアとの貿易拡大が，日本経済の牽引力となり
つつある O ただ，今なお日本多国籍企業のアジア子会
社間分業に伴う貿易では日本円を中心にしたアジア通
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貨の使用拡大ではなく，むしろドル建てで増加してお
り，収益性や採算はドル建てで決済されている O
六 . 結び
日本の先端技術を核とした日韓中の安定した体制と
アジアで構築してきた欧米依存の生産ネットワーク
は，アジア諸国の台頭と欧米経済の動揺により崩壊さ
れつつある O 東アジアにおける国際分業，アジア域内
と域外貿易と金融との連携が動揺している O 東アジア
の輸出指向型経済発展が限界に達し，域外，アメリ
カ， EU 依存から東アジア域内に重心がシフトしよう
としている O グローパル経済の危機は，東アジアの
リージョナリズムの再考を招いており，東アジアでの
地域協力の一層の進展と変革が要請されている O 最終
消費市場としてのアメリカは今なお強固で、あるが， 20 
世紀型の国際分業は変容を迫られ，アジアにおける新
たな安定した体制の構築が待望されている。輸出指向
型であったアジア経済の内需指向型への転換が進行し
ている o ASEN は，域内を重視して 2015 年に加盟 10
カ国での共同体形成の合意に達成している O 韓国，中
国も，輸出拡大のため， FTA (自由貿易協定)締結に
積極的である O 韓国は， 2010 年に発効する EU との
FTA では，工業品の基準承認で， EU 提案に譲歩し，
市場確保を優先している O 中国との FTA 交渉にも前
向きである o FTA ， EPA により，地域経済統合を推
進し，アジアの内需拡大を進め，アジア共通通貨圏形
成に傾斜しつつある O
日本にとっても， 21 世紀の国際的な経済環境の構
築と適切な競争ルールの確立，新たな安定した交易関
係の実現は，重大な課題である o 21 世紀においてア
ジアの中核となりうる革新的技術の創造とその発展を
支えるメカニズ、ム，欧米への輸出依存に代わる外延部
の再編成，アジア域内内需の拡大が指向されるべきで
あろう O それなのに，日本の場合は， 21 世紀のアジ
アの在り方をアジアとともに模索し，新しい環境の創
造に主体的に関与しつつ自らを変革していくという積
極姿勢に乏しい。 12 カ国目となるペルーとの EPA ，
経済連携協定は，年内にも合意に至りそうであるが，
EU との EPA の共同研究は見送り状態にある o 2010 
年は日韓併合 10 年の節目にあたるが，歴史的な理解
を深め，国際的視野を持ち，アジア諸国の特殊性，異
質性を認め， EU 結成に学び，新興国と先進国等によ
り形成される 21 世紀のアジア像，世界像を構想、しつ
つ新しい国際的経済的枠組みを構築せねばならない。
一国を超えた安定した市場指向と産業連関の見直しが
必要である凶。こうした新たな安定した国際的枠組み
の構築と連動して，日本電子工業はより創造的な研究
開発体制の拡充を義務付けられていよう O
当然，企業と従業員の創造性の発揮が不可欠となる
のであるが，日本企業は，協力を得なければならない
従業員の雇用に関してアウトソーシングと称して外注
を拡大し，ファプレスと称し EMS を多用したビジネ
スモデルを普及させてきている。加えて，偽装請負さ
え顕在化させてきた O さらに， 10 年に 1度の不況と
なると，一定の内部留保の存在にも関わらず，多数の
従業員を配転，解雇し，それで，一時的な業績の回復
を示している O 従業員のリストラクチャリングが，高
業績を支えているのである O こうした時期，示さなけ
ればならないのは，一時的な業績の回復ではなく，長
期安定的な蓄積体制の再構築である。そこに，従業員
の尊厳やシニア層の活用の組み込みがあるならなお望
ましい。簡単に解雇出来ない雇用制度が，企業の活路
を導いた事例は，世界に散在している O さらに，世界
の人材の積極的な活用等を射程に置き，気概ある研究
者を育成し，長期的で国際的な創造的研究開発活動を
追求していくことが重要で、ある O
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